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高等教育の「国際化」言説を構成する諸要素 

―日韓の政策ドキュメントを手がかりに― 
 

全 京和 

 

 

 

 

１．問題設定 
 「国際化」は、高等教育全般にわたって大きく影響を与える原動力となっている。このこと

は、近年、高等教育の「国際化」をめぐる政策が活発に出されている状況を見ても明らかであ

る。国家の持続的な成長には、国際競争力のある優秀な人的資源を確保することが不可欠であ

るが、高等教育は、労働市場に必要な高い技術力を提供し、有能な人材を養成するという重要

な役割を果たしているのである。高等教育の「国際化」の取組みには、国際機関のような多国

間におけるものから一国の中におけるものまでが含まれるが、「欧州高等教育圏(the European 

Higher Education Area)」など、地理的に近接している国々の間における連携・協調のような地

域主義の文脈で理解できる取組みも増えてきている。 

 ところが、高等教育の「国際化」を政策レベルで考えるとき、その中身をめぐって英語圏と

非英語圏の国々はそれぞれ異なる立場に置かれることになる。事実上、英語が国際共用語とし

て使われていることを考えると、英語を教授言語として行われてきた高等教育システムを持つ

国の優位性は容易に想像できる。一方、非英語圏の国々は、「国際化」のためにそれまで英語以

外の言語を教授言語として行ってきた高等教育を英語に対応したものに替える必要性が出てく

る。高等教育の「国際化」政策のなかに教育プログラム・教育システムの英語化がどれほどの

割合を占めているのか、それが英語圏と非英語圏の「国際化」政策における相違点のひとつで

あると言えるだろう。太田(2011, p.3)は、「米国のようにグローバル化を主導・牽引しているよ

うな国と比較すると、日本をはじめ非欧米・非英語圏諸国では、反応型・受身型の国際化とな

る傾向が強い」との見解を示している。 

 教授言語が英語ではない非欧米・非英語圏諸国における高等教育の「国際化」を目指した地

域的連携・協調の動きは、東アジアの三ヶ国である日中韓の間でもみられる。2009 年日中韓サ

ミットで合意され、翌年スタートされた「キャンパス・アジア」は、個々の大学による交流と

いう既存の取組みから一歩進んだ政府レベルで質保証を伴う長期的で継続的な取組みであると

言える。このように国境を越えて高等教育の「国際化」への取組みが行われている状況を考え

たとき、それぞれの国において「国際化」がどのように捉えられているのかを把握することは

重要である。そこで本稿では、非欧米・非英語圏諸国であり、高等教育の「国際化」を目指し

た地域的連携・協調が見られている事例国として日本と韓国に注目し、両国で高等教育の「国

際化」をめぐる言説がどのような諸要素を含みながら政策ドキュメントの中で用いられている
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のかについて考える。 

 日中韓のなかでも日本と韓国のみに注目する理由は、比較対象としての前提条件がある程度

揃っているためである。両国は、ともに大学進学率が高く、高等教育のユニバーサル化を実現

させているが、少子化による定員割れが懸念されているなど共通する問題も抱えており、高等

教育をめぐる国内状況が類似し、その対応策の一つとしても「国際化」が議論されているので

ある。一方、中国は、大学進学率が低く、相変わらず国内の高等教育の拡大が重要な政策課題

となっている点で、高等教育の「国際化」の意味や政策的な位置づけにおいて日韓とは異なる

側面があると考える。このような前提条件の相違は、一国の高等教育政策における「国際化」

の捉え方に影響を及ぼし得ると考え、本稿では日韓の二ヶ国のみを事例国として取り上げる。 

 また、「国際化」の言説を構成する諸要素を探るために政策ドキュメント１を手がかりにする

理由は、研究者は勿論、実践する機関に至るまで多くの関係者に引用・参照され、非常に大き

い影響を与えることになるからである。したがって、特定の概念・用語がそのなかでどう定義

されているのかは、政策をさらに深く理解することにつながるのだが、高等教育の「国際化」

という概念は、一義的で明確な定義を欠いたまま多くのドキュメントで用いられている。それ

は、解釈次第で、広い範囲をその中に含む可能性をもつと言えるが、一方では重要な意図が的

確に伝わらないといった限界をも伴う。政策の狙いが実践レベルまできちんと届くためには、

抽象的で曖昧な用語の意味内容を少しでも明確に提示する必要があり、それが国境を越えた取

組みとして連携されている場合は尚更である。 

 これらのことを踏まえ、近年、日本と韓国において高等教育改革の方向性として目指されて

いる国際化、その文脈を含んでいる関連政策に焦点をあわせ、政策ドキュメントのなかで定義

を欠いたまま用いられている「国際化」の言説(特に構成要素)に注目しながらその特徴を明ら

かにすることを本稿の目的とする。   

 

２．分析方法  
 上述した研究課題に取組むために、まず、先行研究のなかで高等教育の「国際化」概念がど

のように定義されてきたのかをみながら学術的な文脈においてその概念に含まれている意味内

容を類型化することで、「国際化」の概念を捉える視点・次元という考察の軸を設定する。次に、

日韓の高等教育の「国際化」をめぐる言説がどのように構成されているのかを把握するために

ドキュメント分析を行う。政策ドキュメントで使われている言説、それを構成する要素に注目

し、高等教育における「国際化」の構成要素を明確にするためには、検討する資料において、

その使い方に一貫性が担保されねばならない。そのため、ここでは、2000 年以降から現在まで

と検討資料の時期を設定する。高等教育の「国際化」が本格的に議論されはじめたのは 1990

年代以降であるが(黄, 2002, p.31) 、2000 年代に入って教育市場の開放をめぐる交渉が活発化２

し、それによって一国のなかで完結していた高等教育の機能・役割は国際的側面を強く意識す

るようになった。また、ユネスコや OECD のような国際機関においてもグローバルな側面から

高等教育を議論するための動きが見られたのもこの時期である３。 これらのことをもって考え

ると、2000 年代から議論されている高等教育の「国際化」は、1990 年代のそれとはその意味内

容において少々ズレがあると思われる。本稿では、近年、議論されている「国際化」の概念的
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特質を明確することを目的としていることから、あえて 2000 年以降の政策ドキュメントを分析

対象に、高等教育に関する「国際化」の文脈を含んでいるものを選別する(表１参照)。 

 表１．検討する政策ドキュメント 
 

日本 韓国 

   大学院教育振興施策要綱（2006） 

   留学生 30 万人計画（2008） 

   第二次大学院教育振興施策要綱（2011） 

   大学改革実行プラン（2012） 

   教育振興基本計画（2013） 

   文部科学白書（2014） 

 

 ① 大学競争力強化方案（2003） 

 ② 第二次国家人的資源開発基本計画（2006） 

 ③ 未来教育ビジョンおよび戦略報告書（2007） 

 ④ 高等教育国際化推進戦略報告書（2012） 

 ⑤ 高等教育総合発展方案 (試案) 4（2013） 

 ⑥ Brain Korea Plus 基本計画（2014） 

 ⑦ 留学生誘致拡大方案（2015） 

 

 これらの政策ドキュメントの内容から関連用語５が含まれている段落を抽出し、その箇所に

対して文章の配置・構成、対象レベル、内容の性質の観点から分類する。その結果得られた点

に対して日韓の比較を行い、さらに「国際化」の類似用語である「グローバル化」との関連性

についても検討する。最後に、学術的な「国際化」定義の類型に日韓の政策ドキュメント分析

の結果を照らし合わせながら冒頭で設定した研究課題への答えを導く。 

 

３．先行研究における「国際化」定義の類型 
 ここからは、先行研究を概観しながら学術的に高等教育の「国際化」概念がどのように定義

されているのかを把握し、類型化することで、次節以降、日韓の政策ドキュメントにおける「国

際化」の言説を理解するための分析の軸を設定する。 

 高等教育の「国際化」概念は、学術的にもその定義が非常に多様であり、その間における合

意された定義を導出することが難しいと言われている(Knight & de Wit, 1995, p.14)。「国際化」

の概念は、時代的な特性を反映しながら、また、特定の社会的状況を含みながら、程度の差こ

そあれ、それが指す意味内容には違いがあり、研究者の設定する研究課題によっても「国際化」

が指す次元は多様である。 

 日本語の「国際化」は、英語の「Internationalization」に対応するが、「Internationalization」と

いう用語が教育分野、特に「高等教育の国際化」(internationalization of higher education)として

広く使われるようになったのは、20 世紀後半からだと言われている(江淵, 1997, pp.29-30)。黄

は、高等教育の「国際化」の歴史的変遷をまとめた研究の中で、高等教育の「国際化」に関す

る問題提起は、19 世紀にヨーロッパの universalism の精神を持っていた中世大学に端を発し、

その後、植民地拡大を伴う中で、西洋以外の地域に関する文化と教育を研究する必要性に支え

られながら、理解のための比較的視点から展開され、第二次世界大戦後、国際的組織の成立と

ともに、もっと広い範囲で国際的な視点から、高等教育に関する研究がますます注目されるよ

うになったという(2002, pp.29-30)。Knight によると、それ以前は、国際教育(international 

education)や国際協力(international cooperation)などの用語が高等教育の分野では国際的側面を指
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すもっとも一般的な用語だった(2008, p.2)とされ、黄は、同じ文脈から、今日広く使われている

高等教育の「国際化」の定義は、1960 年代まで、ある意味、国際(的)教育と同じように扱われ

ていた(2002, p.30)とし、1970 年代以降、経済的なグローバル化の深化によって、教育の国際化

に関する研究が登場しはじめ、特に 1990 年代以降、EU を中心に高等教育の「グローバル化」

や高等教育の「国際化」という名称がついた研究が著しく増えてきた(p.31)とする。de Wit も、

「国際教育」は、第二次世界大戦以降から冷戦が終焉するまでの間、アメリカを中心に行われ

た開発援助プロジェクトなどの国際協約の現象を指すために広く使われた用語だったのに対し、

「国際化」は冷戦期以降から主にヨーロッパやオーストラリアなどを中心に高等教育分野の特

定な事柄(例えば、地域別高等教育の統合)を指すのに用いられた用語であったと解釈している

(2002, p.93)。表２は、1990 年代からの先行研究にみられる高等教育の「国際化」定義を、Knight 

(1997, pp.6-8; 2004, p.17)が提示した「国際化」を捉える３つのレベル(nation, sector, institution)

と４つのアプローチ(activity, competency, ethos, process)に基づいて分類したものである。  

 表２．高等教育の「国際化」定義の類型  

 

 (出典) 筆者作成 

 アプローチの特徴は表２に示した通りだが、対象レベルは、国際的な側面と関連のある教育

やその他の政策６のレベルである Nation、高等教育の目的・機能・財源・規制と関連する政策
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のレベルである Sector、国際的な観点からの特定取組みに関する政策、又は、関連機関の主要

な目標・機能として国際的な側面への結合や支援につながるような政策のレベルである

Institution をそれぞれ意味している(Knight, 2004, p.17)。取り上げた先行研究は、英語で書かれ

たものであり、学者の国籍も多様であるが、定義を類型化したこの表から高等教育の「国際化」

が Process と Competency の側面から議論されている傾向にあることが見て取れ、多くの定義が

Institution と Nation を対象レベルとしていることが把握できる。 

 江淵(1997, pp.40-45)は、英語の「Internationalization」と日本語の「国際化」の概念を比較し

ながら大いに参考になる見解を提示している。それは、英語の「Internationalization」が働きか

ける側の存在を明示し、自分自身は働きかける主体であることを暗黙のうちに示しているのに

対し、日本語の「国際化」という言葉には、国際的に受入れられるような存在になるにはどう

したら良いかという視点に立つ自分自身の変化ないし自己の変革の過程として見ているという

のである。この意味で、日本語における「国際化」は自動詞的であり、英語における「Interna 

-tionalization」は他動詞的であると論じている。この知見は、日本を含む非欧米・非英語圏の国々

における「国際化」が反応型・受身型になる傾向があるとした太田(2011, p.3)の見解とも相通じ

る。次節では、日本と韓国の政策ドキュメントにおける「国際化」概念の言説と構成要素に注

目し、本節でみてきた「国際化」定義の類型と、非欧米・非英語圏における「国際化」の特徴

を念頭に置きながらドキュメント分析の結果を提示する。 

    

４．日韓の政策ドキュメントにおける「国際化」言説 
 （１）．日本 

 検討資料として選別した日本の政策ドキュメントには、「国際化」が語られる対象レベルとし

て、Nation から Institution までがその中に含まれていた。また、それが語られる文脈は主とし

て、政策の狙い・方向性を表明、明確にする意味合いで用いられる傾向がみられた (例えば、

「教育研究を通じた国際貢献・交流を推進するための国際化戦略を支援」(2006, 表１の , 以

下同じ)、「国際化の拠点として大学の総合的な体制を整備、産業界との連携を通じて大学の国

際化推進」(2011,  )、「世界最高水準の教育研究拠点の形成や成長分野の人材養成を進め、国

際競争力を強化する必要があり、大学の国際化を推進」(2013,  )、「高等教育の国際通用性と

国際競争力の向上を図るため、徹底した国際化を進める大学を支援」(2014,  ) …等)。さらに、

なぜ関連政策(施策)を実施せねばならないのかという理由づけの文脈においても「国際化」概

念が用いられていることも把握できた (例えば、「社会を支え、発展させるとともに、国際社会

をリードする人材を育て、知の創造等に貢献できる人材を育成するという観点から」、「グロー

バル社会に対応するため、大学等の徹底した国際化を促進」(2013,  )、「国際的に活躍するグ

ローバル人材の育成が喫緊の課題となっている、高度人材の育成を担う中核として、大学には

教育・研究環境の国際化が強く求められている」(2014,  )…等)。 

 注目すべき点として、日本の政策ドキュメントには、「国際化」という用語よりも「国際(的)

＋N(名詞)」といった国際と他の単語との接合が多く見られることが挙げられる。例えば、国際

的に魅力のある、国際的通用性・信頼性、国際的な相対評価基準、国際競争力、国際的な大学

の質保証と枠組み、国際的な教育研究拠点、知的国際貢献、情報の国際的発信、国際的な存在
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感、国際的な頭脳循環のハブ、質保証に関する国際的な連携枠組みなどがそれである。 

 

 （２）．韓国 

 検討資料として選別した韓国の政策ドキュメントには、「国際化」が語られる対象レベルとし

て、Nation から Sector、Institution までがその中に含まれており、日本と同様に政策の方向性を

明示する文脈で「国際化」言説が用いられていることが把握できた(例えば、「国内教育の国際

化・世界化による国際競争力の強化」、「我が国の教育の海外進出の促進および、高等教育・研

究における国際化(2006,②)、「外国人留学生の比率を再考、国際化されたキャンパスづくりを通

して国内の高等教育機関の開放性を拡大・グローバル水準の高等教育力量を強化」(2015,⑦)…

等)。また、なぜ関連政策(施策)を実施せねばならないのかという理由づけの文脈においても日

本と同じく「国際化」概念が用いられている(例えば、「無限競争の国際化時代に備えた競争力

の再考のためには自律性に基づく高等教育システム構築が必要」(2007,③)、「高等教育の量的成

長と発展にも関わらず我が国の大学の国際化水準と競争力はまだ十分でない現状…教育科学技

術に強い国を実現するために高等教育の国際化戦略が必要」(2012,④)…等)。さらに、韓国の場

合、戦略の詳細を提示する際に「国際化」概念が使われることが多いことが特徴的である(例え

ば、「大学教育の国際化のために、国際通用性を備えた人材養成を目指し、英語で行われる授業

を拡大、学位論文を英語で作成するよう奨励」(2003,①)、「国際化・開放化の時代に見合う外国

語能力の向上」(2006,②)、「教育の国際化戦略--教育インフラの国際化、教育活動、研究におけ

る国際化--をグローバル人材養成のための評価項目として設定」(2013,⑤)、「大学の国際化基盤

の拡充、大学内における国際化支援のための組織拡充、国際化されたキャンパスの造成」(2015,

⑦)…等)。その他、置かれている現状の説明の文脈においても用いられている(例えば、「国際化

によるパートナーシップの拡大と競争の深化」、「全地球的次元において高等教育市場が形成さ

れ、教育の国際化が促進」(2013,⑤)…等)。 

 「国際(的)＋N(名詞)」といった国際と他の単語との接合については、日本の場合と比べると

頻度は少ないが、韓国の政策ドキュメントにおいても使われていることが確認できた。例を挙

げると、国際競争力、国際水準、国際通用性、国際基準、国際水準の評価システム、国際的互

換性、国際的交流・協力、国際的大学間の競争、国際的水準の競争力などである。 

 

５．考察 

 （１）日韓比較 

 ここからは、高等教育の「国際化」に関する日本と韓国の政策ドキュメント分析から得られ

た知見に基づいて両国の共通点と相違点について考える。まず、共通点の一つとして、「国際化」

が対象とするレベルやその言説が用いられている文脈における類似性が挙げられる。両国とも

に、高等教育における「国際化」は、Nation と Institution のレベルと関連づけられ、政策(施策、

事業)の狙いや方向性を明確に提示するために、また関連政策(施策、事業)の必要性を強調する

ことにつながる理由づけとして用いられている傾向が見られた。二つ目の共通点は、「国際化」

の言説で用いられる「国際(的)＋N(名詞)」のような接合語の類似性である。両国ともに、国際

的通用性・信頼性、国際競争力、質保証に関する国際的な枠組み、国際基準、国際的互換性、
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感、国際的な頭脳循環のハブ、質保証に関する国際的な連携枠組みなどがそれである。 
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化・世界化による国際競争力の強化」、「我が国の教育の海外進出の促進および、高等教育・研

究における国際化(2006,②)、「外国人留学生の比率を再考、国際化されたキャンパスづくりを通

して国内の高等教育機関の開放性を拡大・グローバル水準の高等教育力量を強化」(2015,⑦)…

等)。また、なぜ関連政策(施策)を実施せねばならないのかという理由づけの文脈においても日

本と同じく「国際化」概念が用いられている(例えば、「無限競争の国際化時代に備えた競争力

の再考のためには自律性に基づく高等教育システム構築が必要」(2007,③)、「高等教育の量的成

長と発展にも関わらず我が国の大学の国際化水準と競争力はまだ十分でない現状…教育科学技

術に強い国を実現するために高等教育の国際化戦略が必要」(2012,④)…等)。さらに、韓国の場

合、戦略の詳細を提示する際に「国際化」概念が使われることが多いことが特徴的である(例え

ば、「大学教育の国際化のために、国際通用性を備えた人材養成を目指し、英語で行われる授業

を拡大、学位論文を英語で作成するよう奨励」(2003,①)、「国際化・開放化の時代に見合う外国

語能力の向上」(2006,②)、「教育の国際化戦略--教育インフラの国際化、教育活動、研究におけ

る国際化--をグローバル人材養成のための評価項目として設定」(2013,⑤)、「大学の国際化基盤

の拡充、大学内における国際化支援のための組織拡充、国際化されたキャンパスの造成」(2015,

⑦)…等)。その他、置かれている現状の説明の文脈においても用いられている(例えば、「国際化

によるパートナーシップの拡大と競争の深化」、「全地球的次元において高等教育市場が形成さ

れ、教育の国際化が促進」(2013,⑤)…等)。 

 「国際(的)＋N(名詞)」といった国際と他の単語との接合については、日本の場合と比べると

頻度は少ないが、韓国の政策ドキュメントにおいても使われていることが確認できた。例を挙

げると、国際競争力、国際水準、国際通用性、国際基準、国際水準の評価システム、国際的互

換性、国際的交流・協力、国際的大学間の競争、国際的水準の競争力などである。 

 

５．考察 

 （１）日韓比較 

 ここからは、高等教育の「国際化」に関する日本と韓国の政策ドキュメント分析から得られ

た知見に基づいて両国の共通点と相違点について考える。まず、共通点の一つとして、「国際化」

が対象とするレベルやその言説が用いられている文脈における類似性が挙げられる。両国とも

に、高等教育における「国際化」は、Nation と Institution のレベルと関連づけられ、政策(施策、

事業)の狙いや方向性を明確に提示するために、また関連政策(施策、事業)の必要性を強調する

ことにつながる理由づけとして用いられている傾向が見られた。二つ目の共通点は、「国際化」

の言説で用いられる「国際(的)＋N(名詞)」のような接合語の類似性である。両国ともに、国際

的通用性・信頼性、国際競争力、質保証に関する国際的な枠組み、国際基準、国際的互換性、
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国際的交流・協力などの用語が国際化に相通じるものとして使われていた。 

 だが、このことは日韓の相違点としても理解することができる。韓国よりも日本の方で「国

際化」という用語ではなく、「国際(的)＋N(名詞)」という他の単語との接合用語が用いられる

頻度が高かったことに注目してみると、韓国の方が「国際化」を関連する諸戦略の詳細を語る

文脈で用いる傾向があり、「国際(的)＋N(名詞)」の他の単語との接合用語は、その例示として

用いられているのに対し、日本では、「国際化」を政策の方向性を提示する文脈で用い、具体

的な諸戦略の詳細は「国際(的)＋N(名詞)」の他の単語との接合用語を使う傾向にある。このこ

とは、日本と韓国で「国際化」という抽象的な概念がどのように共有されているのかを理解す

るヒントを与えてくれるものと思われる。韓国では「国際化」という抽象的で包括的な用語が、

例えば、国内教育の国際化を通した教育競争力の強化、教育インフラの国際化計画、先進型高

等教育の国際化、国際化されたキャンパスの造成、大学の国際化力量の強化、体系的な国際化

の質管理、高等教育の国際化力量の認証制度、などのように、既存の教育政策でも使われてき

た用語を修飾し、時代的要求に合致する新しい意味合いを付与しているように使われており、

また国際化されたキャンパス、国際化力量の認証など、それが示す内容が暗黙的に理解・共有

されているかのように用いられているのである。一方、日本では、 国際的に魅力のある、国際

的な相対評価基準、国際的な存在感、国際的な頭脳循環のハブ、国際的通用性・信頼性、国際

的な大学の質保証と連携枠組み、などのように「国際(的)＋N(名詞)」の形で特定の事象と結びつ

けて「国際化」の示す内容が具体化されている。このことは、日本では「国際化」という抽象的

で包括的な概念を具体的された事象の総合体として認識している可能性があることを意味する。 

 

 （２）「国際化」と類似用語  

 高等教育の「国際化」言説がみられる政策ドキュメントには、「グローバル(化)」という用語

使用も多くみられる。「国際化」の概念をさらに明確にするためにも、類似用語との関係を把握

することが必要であるため、ここからは「グローバル化」(globalization)の概念に注目してみる。

「グローバル化」の概念は、1990 年代半ば以降、「国際化」に関する文献に登場しはじめ(Knight, 

2008, p.2)、その意味において「国際化」と明確な使い分けがされないと考えられていた。当初、

日本でも高等教育の「グローバル化」は「国際化」を意味し、両方が交換的に使用できるとい

う議論がされていた(黄, 2002, p.33)こともあり、今もなお、「グローバル化」と「国際化」とい

う二つの言葉に互換性があるかのごとく使われるケースが見られる他、「国際化」よりも「グロ

ーバル化」の方がより新規性が高く、先導的な語感があるということから、「国際」を「グロー

バル」に置き換えるケースも見られる(太田, 2011, p.S2)ことも指摘されている。   

 阿部(1999, pp.6-10)は、「グローバル化」とは、「世界が社会的に縮小すること、および一つの

全体としての世界という意識が増大すること」を意味し、「一定の基準を満たして国際社会の中

に入れてもらいたいとか、自国の他国への影響力を高めたいという意味を持つ国際化とは明確

に区別される」と指摘する。つまり、高等教育の「国際化」は、「グローバル化に対応するひと

つの必然的、また重要な対策と措置」であるというのだ。同様に、Knight(2008, p.4)は、「グロ

ーバル化は国際化を促進し(グローバル化は国際化の触媒)、国際化はグローバル化の反応装置」

であるとしている。また、Beerkens(2004, pp.14-18)は、Marginson などの知見を引用しながら「グ
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ローバル化」が、伝統的な国家体制が相互の間で徐々に統合され、国家の存在が希薄になるこ

とを意味するのに対し、「国際化」は国家の存在を前提に、他国と連携・交流を強めていくこと

だとしている。さらに、江原(2005, pp.6-7)は、Blight らを引用しながら「人間の諸活動が次第

に国民国家の国境を越え交流・流動化し、ついにはその拘束を離れて独自の展開を示すように

なる経済的、政治的、社会的、文化的空間の増加拡大過程」としてグローバル化を述べている。

だが、国家の存在を前提にして他国と連携・交流を深めていく「国際化」も、相互連携が継続

的に進行されれば、結果的に統合されたシステムとして進化される可能性があるという意味で、

「グローバル化」と「国際化」の概念は、排他的であるとは考えられず、むしろ緊密に結びつ

いているとの見方もできる。 

 これらのことを集約すると、「グローバル化」は、「国際化」にとって代わるものではないと

捉えるべきであり、高等教育における「国際化」は、「グローバル社会における諸環境の変化に

備えるための高等教育の対応策」、その一つとしての他国との連携・協力を強めることで「国内

の高等教育が変容・再編されるプロセス」、その結果、「グローバルなシステム形成をもたらし

得る継続的の取組み」であると理解することができる。 

 日韓の政策ドキュメントからも、グローバル化の加速、グローバル社会に対応するため、グ

ローバル化によるボーダレス化、グローバル時代に適合する戦略などのように、「グローバル

(化)」を外部的環境の変化として捉える使用例が多く見られ、「国際化」を戦略として進める必

要性と関連づけて述べている傾向がみられるが、近年、大学のグローバル化、大学院教育のグ

ローバル化、教育システムのグローバル化、グローバル人材の育成、グローバルな競争力の再

考、国内大学のグローバル力量などのように、従来「国際化」の概念で語られることの多かっ

た事象が「グローバル(化)」の概念と一緒に用いられることも多くなってきている。これらの

ことを先述した内容を拠り所にして考えると、従来のような「国際化」に関連する国境を越え

た他国・国際機関との連携・交流の深化がグローバルなシステム形成をもたらし、再び、その

枠組みによって国内の高等教育の方向性が影響を受けるようになったと言えるのではないだろ

うか。つまり、高等教育の国際化によって大学の国際化が推進され、その進展は大学教育のグ

ローバル化の議論を呼び起こしているのである。 

 もう一つの類似用語として、韓国の政策ドキュメントで使われている「世界化７」がある。

ドキュメント分析に用いた資料では、「国際化」「グローバル化」とともに「世界化」という言

葉も同じ文脈を語る概念として用いられ、その使い方に明確な区分は見られなかった。もとも

と「世界化」は、金泳三政権の改革キーワードとして掲げられた国家戦略であった(田中, 2008, 

p.87-89)。それは世界経済を想定した上で、国家競争力を養い、先進国水準に到達するための総

体的な国家戦略を指す韓国固有の概念であったが、当時(1990 年代半ば)から「世界化」が英語

の「globalization」に対する韓国語訳として表記されたり、その後においても、「国際化」、「グ

ローバル化」と互換性を持つかのように使用されたり、するなど、その定義や使い方において

一貫性が欠如している (Lee, 2003, p.31)。検討資料でも 2000 年代半ばまで「世界化」の用語が

「国際化」言説の文脈で一緒に使われていることが確認できるが、近年は「世界化」の使用頻

度は減っている。 
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ローバル化」が、伝統的な国家体制が相互の間で徐々に統合され、国家の存在が希薄になるこ

とを意味するのに対し、「国際化」は国家の存在を前提に、他国と連携・交流を強めていくこと

だとしている。さらに、江原(2005, pp.6-7)は、Blight らを引用しながら「人間の諸活動が次第

に国民国家の国境を越え交流・流動化し、ついにはその拘束を離れて独自の展開を示すように

なる経済的、政治的、社会的、文化的空間の増加拡大過程」としてグローバル化を述べている。

だが、国家の存在を前提にして他国と連携・交流を深めていく「国際化」も、相互連携が継続

的に進行されれば、結果的に統合されたシステムとして進化される可能性があるという意味で、

「グローバル化」と「国際化」の概念は、排他的であるとは考えられず、むしろ緊密に結びつ

いているとの見方もできる。 

 これらのことを集約すると、「グローバル化」は、「国際化」にとって代わるものではないと

捉えるべきであり、高等教育における「国際化」は、「グローバル社会における諸環境の変化に

備えるための高等教育の対応策」、その一つとしての他国との連携・協力を強めることで「国内

の高等教育が変容・再編されるプロセス」、その結果、「グローバルなシステム形成をもたらし

得る継続的の取組み」であると理解することができる。 

 日韓の政策ドキュメントからも、グローバル化の加速、グローバル社会に対応するため、グ

ローバル化によるボーダレス化、グローバル時代に適合する戦略などのように、「グローバル

(化)」を外部的環境の変化として捉える使用例が多く見られ、「国際化」を戦略として進める必

要性と関連づけて述べている傾向がみられるが、近年、大学のグローバル化、大学院教育のグ

ローバル化、教育システムのグローバル化、グローバル人材の育成、グローバルな競争力の再

考、国内大学のグローバル力量などのように、従来「国際化」の概念で語られることの多かっ

た事象が「グローバル(化)」の概念と一緒に用いられることも多くなってきている。これらの

ことを先述した内容を拠り所にして考えると、従来のような「国際化」に関連する国境を越え

た他国・国際機関との連携・交流の深化がグローバルなシステム形成をもたらし、再び、その

枠組みによって国内の高等教育の方向性が影響を受けるようになったと言えるのではないだろ

うか。つまり、高等教育の国際化によって大学の国際化が推進され、その進展は大学教育のグ

ローバル化の議論を呼び起こしているのである。 

 もう一つの類似用語として、韓国の政策ドキュメントで使われている「世界化７」がある。

ドキュメント分析に用いた資料では、「国際化」「グローバル化」とともに「世界化」という言

葉も同じ文脈を語る概念として用いられ、その使い方に明確な区分は見られなかった。もとも

と「世界化」は、金泳三政権の改革キーワードとして掲げられた国家戦略であった(田中, 2008, 

p.87-89)。それは世界経済を想定した上で、国家競争力を養い、先進国水準に到達するための総

体的な国家戦略を指す韓国固有の概念であったが、当時(1990 年代半ば)から「世界化」が英語

の「globalization」に対する韓国語訳として表記されたり、その後においても、「国際化」、「グ

ローバル化」と互換性を持つかのように使用されたり、するなど、その定義や使い方において

一貫性が欠如している (Lee, 2003, p.31)。検討資料でも 2000 年代半ばまで「世界化」の用語が

「国際化」言説の文脈で一緒に使われていることが確認できるが、近年は「世界化」の使用頻

度は減っている。 
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６．結論 
 ここからは、冒頭で設定した研究課題に戻り、日韓の政策ドキュメント分析から把握できた

高等教育の「国際化」言説を、先行研究における概念の定義類型に位置づけながら検討する。 

 表３は、「国際化」の対象レベルとアプローチをそれぞれ軸として設定し、表２で取り上げた

先行研究の「国際化」定義からキーワードのみを抽出し、設定軸に沿って分類したものである。

さらにそれを土台に、日韓の政策ドキュメントに見られた「国際化」と「国際＋N(名詞)」とを

照らし合わせ、要素が含まれているドキュメント番号(表１参照)を記した。 

 表３．高等教育の「国際化」に含まれる構成要素  

 

(出典) 筆者作成 

 表３を見ると、日韓の政策ドキュメントの中に用いられている高等教育の「国際化」言説に

は、学問的定義における意味内容のほとんどが含まれていることが分かる。このことからする

と、政策ドキュメントの中で明確に定義されないまま用いられている「国際化」概念は、学問

的定義に含まれる諸要素を共有しながらその言説を構成していると言えるだろう。 

 さらに、第 3 節で得られた知見と関連づけて考えてみると、先行研究の「国際化」定義は、

主に Process と Competency の側面から議論され、定義が対象としているレベルが Institution→

Nation→Sector の順で多かったのに対し、日韓の政策ドキュメントにおいては、アプローチと

しては Process と Activity が、対象レベルとしては Nation と Institution が、高等教育の「国際化」

言説を構成する諸要素に多く含まれていた。また、非欧米・非英語圏の国における「国際化」
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の傾向として考えられた自動詞的で、反応・受身的な性質については、日韓両方の政策ドキュ

メントにおいて「国際化」が外部環境の急激な変化に対応するためという理由づけや政策の必

要性に関連づけて語られているところから、一定の自動詞的で反応・受身的な性質が確認でき

るが、同時に、高等教育の質保証などにおいて国際的通用性・信頼性を担保する国際的枠組み

作りに向けて積極的に参加していく意志を表明していること、世界最高水準の教育拠点、国際

的存在感の向上、国際競争における優位の獲得などの言葉が使われていることからは、主導・

牽引しようとする能動的な姿勢も表れている。 

 日本と韓国は、地理的な近接さ、共通する課題の多さなどから日々協力分野を拡大させてお

り、教育分野もその例外ではないが、高等教育の「国際化」に関する国境を超えた取組みが進

展されているなか、両国における「国際化」概念はその意味内容においてどれほど共有されて

いるのだろうか。政策ドキュメントで用いられている「国際化」概念が、日韓ともに、政策の

狙い・方向性の明示や政策実施の必要性という理由づけの文脈で使われていることからすると、

両国において「国際化」言説をめぐる認識は類似していると言えるだろう。一方、「国際化」言

説を構成する諸要素に注目してみると、韓国では、抽象的で包括的な「国際化」概念が使われ

る傾向があり、まるでその意味内容が共有されているかのように提示されていると言えるが、

日本では、「国際(的)＋N(名詞)」の形で用いられる傾向がみられ、「国際化」はそれらによって

具体化された総合体として認識されていると解釈できる。だが、「国際(的)＋N(名詞)」が「国

際化」概念に包摂され得ることからすれば、両国に見られるこのような違いはそれぞれの国に

おいて「国際化」概念に内包されている意味内容の相違であるとは言えず、日韓の両国の間で

は、高等教育の「国際化」に対する捉え方が共有されていると言うことができる。 

 本稿では、高等教育の「国際化」が語られる文脈に注目し、その言説を構成する要素を明ら

かにすることで、それがどのような意味内容を含みながら用いられているのかについて考えた。

しかし、この類いのアプローチは、文字通りの意味の解釈に焦点をあてているため、文字に直

接的に現れない文脈までを拾うことは難しい。また、事例国を非英語圏(日本と韓国)に限定し、

検討する資料も 2000 年以降に制限するなど、複数の操作を行ったため、ここで得られた知見は

さらなる検証を必要とする暫定的なものである。時期の設定や事例国数の拡大などの可能性を

視野に入れると同時に、国家間比較の結果、共通・相違を生み出した背景を明確にするところ

まで調査の範囲を広げるなど、分析の視点を深めていくことが今後の課題となる。 

 

 

【参考文献】 
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Beerkens, H. J. J. G. (2004). Global opportunities and institutional embeddedness: Higher education 
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de Wit, H. (1997). Strategies for internationalisation of higher education in Asia Pacific countries: a 

－ 276 －

京都大学大学院教育学研究科紀要　第62号　2016



10 
 

の傾向として考えられた自動詞的で、反応・受身的な性質については、日韓両方の政策ドキュ

メントにおいて「国際化」が外部環境の急激な変化に対応するためという理由づけや政策の必

要性に関連づけて語られているところから、一定の自動詞的で反応・受身的な性質が確認でき

るが、同時に、高等教育の質保証などにおいて国際的通用性・信頼性を担保する国際的枠組み

作りに向けて積極的に参加していく意志を表明していること、世界最高水準の教育拠点、国際

的存在感の向上、国際競争における優位の獲得などの言葉が使われていることからは、主導・

牽引しようとする能動的な姿勢も表れている。 

 日本と韓国は、地理的な近接さ、共通する課題の多さなどから日々協力分野を拡大させてお

り、教育分野もその例外ではないが、高等教育の「国際化」に関する国境を超えた取組みが進

展されているなか、両国における「国際化」概念はその意味内容においてどれほど共有されて

いるのだろうか。政策ドキュメントで用いられている「国際化」概念が、日韓ともに、政策の

狙い・方向性の明示や政策実施の必要性という理由づけの文脈で使われていることからすると、

両国において「国際化」言説をめぐる認識は類似していると言えるだろう。一方、「国際化」言

説を構成する諸要素に注目してみると、韓国では、抽象的で包括的な「国際化」概念が使われ

る傾向があり、まるでその意味内容が共有されているかのように提示されていると言えるが、

日本では、「国際(的)＋N(名詞)」の形で用いられる傾向がみられ、「国際化」はそれらによって

具体化された総合体として認識されていると解釈できる。だが、「国際(的)＋N(名詞)」が「国

際化」概念に包摂され得ることからすれば、両国に見られるこのような違いはそれぞれの国に

おいて「国際化」概念に内包されている意味内容の相違であるとは言えず、日韓の両国の間で

は、高等教育の「国際化」に対する捉え方が共有されていると言うことができる。 

 本稿では、高等教育の「国際化」が語られる文脈に注目し、その言説を構成する要素を明ら

かにすることで、それがどのような意味内容を含みながら用いられているのかについて考えた。

しかし、この類いのアプローチは、文字通りの意味の解釈に焦点をあてているため、文字に直

接的に現れない文脈までを拾うことは難しい。また、事例国を非英語圏(日本と韓国)に限定し、

検討する資料も 2000 年以降に制限するなど、複数の操作を行ったため、ここで得られた知見は

さらなる検証を必要とする暫定的なものである。時期の設定や事例国数の拡大などの可能性を

視野に入れると同時に、国家間比較の結果、共通・相違を生み出した背景を明確にするところ

まで調査の範囲を広げるなど、分析の視点を深めていくことが今後の課題となる。 
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【注】 
１ 政策ドキュメントとは、政策文書を含む関連記録物すべてを指す. 
２ 教育をサービス貿易の対象として明確に位置づけたのは 1995 年の WTOにおけるGATS(サービス 

  貿易に関する一般協定)の発効であるが、当時の日本政府と韓国政府は消極的な姿勢であった 

  (Kim, 2003; 二宮, 2003, p.22). その後、2001 年からのリクエスト(自由化要求)とオファー(回答) 

  リスト提出を経て 2005 年までに教育サービス市場における交渉終了をもって本格的に教育市場 

  の開放が推進されることとなった. 
３ 1998 年ユネスコの世界高等教育会議における「21 世紀における高等教育に関する世界宣言」、2001 

  年ユネスコで、グローバル化による高等教育の質保証や資格認定への影響と WTO サービス貿易 

  交渉における教育サービスを含む貿易の自由化に関する情報交換のための「グローバル・フォー 

  ラム」設置に合意. 2003 年 OECD(CERI)の「高等教育における国際的な質の保証とアクレディー 

  ションに関する国際研究プロジェクト」立ち上げ. 
４ 韓国の検討資料の中には、試案も含まれているが、その政策が高等教育の国際化の文脈を豊富に 

 含んでいること、政策の基本方針や主な内容は大きく変更されないことから、検討資料として 

  選別した. 
５ 「国際化」だけでなく、国際＋N(名詞)、グローバル化、世界化などの関連用語までを政策ドキュ 

  メント分析の対象とした. 
６ 文化、科学技術、移民、通商、雇用政策などを含む. 
７ 日本の政策ドキュメントにおいても「世界展開力」、「世界トップレベル」、「世界で戦える」の 

  ような使い方は見られるが、「世界『化』」という用語の使用は見られない. 

 

（比較教育政策学講座 博士後期課程１回生） 
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高等教育の「国際化」言説を構成する諸要素 

―日韓の政策ドキュメントを手がかりに― 

全 京和 

高等教育の抱える諸問題への対応策として「国際化」が注目され、多くの関連政策が出されて

いるが、政策文書にはその定義が欠如されたまま、関係者の間で引用・参照されている。本稿

の目的は、日韓の政策文書を手がかりに、国際化が語られる文脈やその構成要素を明らかにす

ることである。まず、先行研究における国際化の定義を類型化し、次に、政策文書から、該当

箇所を抽出、文の構成や性質を分類した。最後に、分析結果を国際化の定義類型と対照させ、

国際化言説の含意要素と使用上の特徴について考察した。結果、(1)政策文書の国際化言説は、

先行研究と概ねその対象側面・次元を共有していること、(2)国際化言説は、政策の方向性や理

由づけとして、主に反応・受身的性格を持つが、一部の取組みに関してはアクティブな姿勢も

見られること、(3) 韓国では抽象的で包括的な概念である国際化が、日本では具体化された表

現が使われる傾向があること等の知見が得られた。 

 

Essential Elements Forming the Discourse on Internationalization of 
Higher Education, Focusing on Japanese and Korean Policy Documents 

JEON Kyounghwa 

In response to challenges in the 21st century, internationalization has been recognized as one of the main 

policy issues facing higher education. However, the concept of internationalization has not been clearly 

defined in policy documents. This paper aims to clarify essential elements that constitute 

internationalization by analyzing Japanese and Korean education policy documents, focusing on the 

context of use of the term “internationalization”. First, definitions of the term were classified according 

to previous research. Second, relevant parts of government documents dealing with internationalization 

were extracted, and the structures and characteristics of these sentences were categorized. Third, the 

elements included in the discourse on internationalization were examined by applying the results of 

document analysis to classification of the definitions. The above findings yielded the following three 

conclusions. (1) The discourse on internationalization in policy documents has similar views on 

approaches to the term found in previous research. (2) The discourse on internationalization has a 

passive-responsive disposition when used as a policy direction and rationale, although active attitudes 

for some activities were also detected. (3) An all-inclusive but vague concept of “internationalization” is 

employed in Korea, but specific terms, such as “international + noun” (compatibility, recognition, 

cooperation, etc.), are preferred in Japan.    
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